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昨今深刻な社会問題となっているカスタマーハラスメント（以下「カスハラ」といいま

す）から労働者を保護するため、2025 年 6 月 4 日、カスハラ対策を全ての企業に義務付

ける改正労働施策総合推進法（以下「改正法」といいます）が成立しました。 

改正法は 2026 年中に施行される見込みです。 

 

松田綜合法律事務所では、カスハラ対応法務チームを設置し、顧客対応経験を持つ弁護

士が現場感覚と法的知識を活かしたサポートを提供しています。改正法に基づくカスハラ

対策として、基本方針の策定や社内規程の整備、マニュアルの作成、研修の実施などの支

援を行うとともに、個別のカスハラ事案に関する法的アドバイスも行っています。 

１．カスハラの定義 

改正法では、カスハラは次のように定義されました。 

①職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他事業に関係を有する

者の言動であって 

②労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超

えたもの 

➂労働者の就業環境が害されること 

２．事業者の責務 

  改正法において、事業主はカスハラから労働者を守るため、「雇用管理上必要な措置」

を講じることが義務付けられています。また、労働者からのカスハラ相談に適切に対応で

きる体制の整備が求められるとともに、相談した労働者に対する不利益な取扱いは禁止さ

れています。さらに、労働者が他の事業主の労働者に対しカスハラを行わないよう、研修
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の実施などの配慮が必要とされています。 

３．雇用管理上必要な措置 

 事業主が講ずべき雇用管理上必要な措置の具体的な内容については、今後、厚生労働省

が告示として定める「指針」により示される予定ですが、次のような内容が盛り込まれる

ことが予想されます。 

・ カスハラ対応方針の明確化とその周知 

・ 社内相談窓口の設置 

・ カスハラ発生時の対応マニュアルの策定 

・ 従業員への教育・啓発 

4．違反した場合 

企業が雇用管理上必要な措置をとっていない場合、行政による助言、指導、勧告を受け

る可能性があります。さらに、勧告に従わない場合には、企業名が公表されることもあり

ます。 

５．まとめ 

全ての企業は、2026 年の改正法施行までに社内体制を整備し、カスハラ対策を講じる必

要があります。具体的な対応については、今後公表される厚生労働省の指針に留意しなが

ら慎重に検討することが求められます。 

以上 

 

 

この記事に関するお問い合わせ，ご照会は以下の連絡先までご連絡ください。 

 

弁護士 山口 陽子 

https://jmatsuda-law.com/members/yoko-yamaguchi/ 

 

松田綜合法律事務所 

〒100-0004 東京都千代田区大手町二丁目 1 番 1 号  大成大手町ビル 10 階  

電話：03-3272-0101 FAX：03-3272-0102 

 

この記事に記載されている情報は，依頼者及び関係当事者のための一般的な情報として作成さ

れたものであり，教養及び参考情報の提供のみを目的とします。いかなる場合も当該情報につ

いて法律アドバイスとして依拠し又はそのように解釈されないよう，また，個別な事実関係に

基づく具体的な法律アドバイスなしに行為されないようご留意下さい。 

https://jmatsuda-law.com/members/yoko-yamaguchi/

